
第２【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

　当社グループの経営方針、経営環境及び対処すべき課題等は、以下のとおりであります。

　なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

(1）経営の基本方針

　当社グループは、信頼される企業として、グローバルな環境の変化に対応し、お客様に魅力ある質の高いクルマ

とサービスをタイムリーに提供し、企業の存在意義を明確にするコーポレートパーパス「人々の生活を豊かに。イ

ノベーションをドライブし続ける。」を実現することを経営の基本としております。

　また、当社は環境保全に対する重要性を認識し、人・社会・自然にやさしいクルマづくりに努め、地域環境の保

全と豊かな社会の発展に貢献します。更に、社会で共生できる企業を目指して、地域社会との交流を積極的に行う

と同時に、地域の医療・福祉活動や災害の復興などに向けて支援活動を実施しています。これらの方針に基づき、

安定的かつ持続的な企業基盤の強化に努めてまいります。

(2）経営環境

　2022年度の当社生産車の主要市場の環境は新型コロナウイルス感染症による需要の減退から回復する中で、当社

の事業活動は、上海ロックダウンによるサプライチェーンの混乱に加え、半導体不足に起因する部品供給の制約

等、先行き不透明な状況が続きました。第３四半期以降は、生産活動は大幅に回復したものの、世界的なエネルギ

ー・原材料価格の高騰や欧米各国の金融引締め等による世界的な景気後退懸念等、当社グループを取り巻く経営環

境は引き続き厳しく、予断を許さない状況です。

(3）中期的な会社の経営戦略、優先的に対処すべき課題

　当社は、2017年度からスタートした2017-2022中期経営計画では、「LCV・Frame車を技術力の核とし、高品質で

魅力ある商品をお客様にお届けすることで、将来にわたる強靭な企業基盤を確立する」ことを基本方針として、

「魅力ある商品による生産台数と売上の拡大」、「品質No.１ お客様から信頼される工場」、「LCV・Frame車のモ

ノづくりグローバル技術拠点」の３つを重点課題に取り組んでまいりました。この間、20年ぶりの新型パラメディ

ックやパトロールNISMO、外観を一新し先進安全装備を備えたパトロール、エルグランド等、商用車では、燃費と

静粛性を大幅に向上させた新型エンジン搭載のキャラバン等の生産を新たに開始しました。

　新中期経営計画策定に際し、以下の環境変化を認識し、事業ポートフォリオを実現するための取り組み課題を決

定しました。

＜気候変動への対応の必要性＞

　社会活動による地球規模の温暖化が進行し、我々の生活環境、生態系への甚大な影響が出始めていることから、

企業行動により排出されるCO2、製品のライフサイクルにおけるCO2排出量削減が求められます。

＜市場のニーズの変化＞

　消費者ニーズの多様化や市場要件の変化に対応し、それに応えるさまざまな技術を活用した商品・サービスが求

められます。

＜企業に求められる社会的責任の高まり＞

　世界的な社会課題に対応し、持続的成長を目指すためにSDGsやESGの観点から社会的責任を果たし、経営基盤を

強化し続ける必要があります。

＜労働人口、従業員の意識の変化＞

　少子高齢化により労働人口は減少の一途をたどり、また意識も多様化していることから、従業員が生き生きとや

りがいをもって働くことのできる持続可能な企業基盤づくりが必要となります。

[主要事業]

　新中期経営計画は2023年から2027年の５ヵ年と定め、以下の主要事業の拡大を図ります。

　そのため本中期経営計画期間において900億円を超える投資を見込んでいます。
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＜商用車・プレミアムカー＞

　独自性の進化・深化により、ものづくり技術力・生産性の向上を図るとともに、商品の付加価値を高め利益と売

上台数の拡大を図ります。

＜特装車＞

　将来の成長性と高い収益性が見込める特装事業において、お客さまのニーズの多様化に迅速に対応することで事

業拡大を図ります。

＜サポート事業＞

　サービス部品生産やエンジニアリング受託業務、電動化対応を含む各種サポート事業について、生産量・業務量

の拡大を図ります。

　2023-2027中期経営計画では、目指す姿を「商用車とプレミアムカー、特装車、サポート事業で社会に貢献し、

お客さまから頼られる唯一無二の存在となる」と定め、「持続可能な企業基盤」、「魅力ある商品の創出」、「独

自性の進化と深化」、この３つの重点課題に取り組みます。

「持続可能な企業基盤」

　2050年のカーボンニュートラルを実現します。

　誰もが働きがいを持って安心して働くことができる企業・風土を全員で実現します。

「魅力ある商品の創出」

　多様化するお客さまのニーズにタイムリーに応え、お客さまがわくわくする商品と価値を創出します。

「独自性の進化と深化」

　独自性あふれる技術・アイデアにより、革新性、効率性、フレキシビリティを探究し続けます。

　新中期経営計画の初年度に当たり、引き続き当社の強みである開発から生産まで一貫したモノづくり体制を活か

し、市場の動向に柔軟に対応できる生産運営の構築、並びに法令遵守やコーポレート・ガバナンス強化に取り組ん

でいくことで、お客様、株主様、取引先様、地域社会の皆様、そして従業員を含むすべてのステークホルダーの皆

様からの信頼を高められるよう、全社一丸となって努めてまいります。
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２【サステナビリティに関する考え方及び取組】

　当社グループのサステナビリティに関する考え方及び取組は、次のとおりであります。

　なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

(1）サステナビリティに関する考え方

　当社及び日産車体九州株式会社はサステナビリティに関する事項から、環境・社会・従業員・人権の尊重を経営

課題と位置づけ、2023-2027中期経営計画における柱の一つに「持続可能な企業基盤」を掲げております。この

「持続可能な企業基盤」では、主に、2050年におけるカーボンニュートラルの実現、誰もが働きがいを持って安心

して働くことができる企業・風土の実現に向けた取り組みを推進してまいります。

＜ガバナンス＞

　サステナビリティに関する取組について、適宜、取締役会に報告しております。

＜リスク管理＞

　リスク管理の推進にあたって、取締役社長が委員長を務めるリスクマネジメント委員会を設置し、事業の継続を

阻害する事項やステークホルダーの安全・安心を脅かすリスクを早期に発見・特定し、必要な対策を検討・実行す

ることにより、発生の未然防止に努めるとともに、万が一発生した場合の被害の最小化や再発防止に努めていま

す。リスクについては、発生頻度と被害規模からリスクの識別・評価を行い、重大なリスクについてはリスクマネ

ジメント委員会で管理をしています。

(2）環境

　環境への取り組みでは、TCFD（気候関連財務情報開示タスクフォース）による提言に基づき、気候変動に関わる

ガバナンス及びリスクマネジメント体制の構築、気候変動シナリオに基づくリスクと機会・対応策の検討を進めて

おります。今後、認識したリスクと機会への対応策を進捗させ、「持続可能な企業基盤」を実現する取り組みを推

進してまいります。

＜ガバナンス＞

　環境委員会を設置し、環境方針や目的・目標の展開、各部環境マネジメント計画の進捗状況確認、環境マネジメ

ントシステムの見直し論議を行い、組織的な環境負荷低減活動を推進しております。環境委員会は環境統括責任者

である取締役専務執行役員が委員長を務め、環境委員会の内容は取締役社長が議長を務める執行役員会議で定期的

に報告しております。また、取締役会においても環境委員会での論議・決定事項を報告しております。
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カテゴリ リスクと機会

リスク

政策と法規制

さらなるクルマの燃費/排出ガス規制強化へ対応するための技術開発や生産コスト

に影響

炭素税の導入・拡大によるエネルギーコストの負担増加

市場変化
公共交通機関や自転車、モビリティサービス利用増など消費者の意識変化による新

車販売台数の減少

価格高騰 環境対応に関連した需要拡大に伴う原材料価格の高騰

異常気象
気温上昇に関連した異常気象に伴う工場罹災（操業停止、復旧投資など）

気温上昇に関連した異常気象に伴うサプライチェーンの寸断

機会
CASEに対応した商品開発による需要拡大

省エネルギー対策への投資拡大によるエネルギーコストの削減

＜戦略、リスクと機会＞

　事業に影響を及ぼす気候変動のリスクと機会検討にあたっては、IEAが提示した４℃と２℃シナリオ、及びIPCC

の1.5℃特別報告書に基づいた社会を想定しました。認識したリスクと機会については、下表のとおりです。な

お、財務への影響については慎重に検討してまいります。

※IEA：International Energy Agency　国際エネルギー機関

IPCC：Intergovernmental Panel on Climate Change　国連気候変動に関する政府間パネル

CASE：Connected, Autonomous, Shared & Services, Electric

＜リスクと機会への対応策＞

　認識した気候変動リスクの最小化と機会の最大化に向けて、2023-2027中期経営計画では以下の活動に取り組み

ます。

■　カーボンニュートラルによる地球環境改善及びお客さまのニーズに応える技術の実現

◇　既存技術アイテムの確実な実行

・　全照明のLED化推進、省エネルギー設備への更新、エネルギー消費の更なる可視化、

オフィスのエコ化推進

◇　クリーンエネルギーの導入

・　太陽光発電等の再生エネルギー導入

◇　将来のCASE等の対応に必要な技術開発

◇　お客さまの期待を超える品質の実現

◇　法規/社会要件への対応

■　災害への備え・BCP（事業継続計画）

◇　激甚災害への備え

◇　部品供給対応
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＜リスク管理＞

　気候変動に関連するリスクは、リスクマネジメント委員会や環境委員会、環境マネジメントシステムの運用を通

じて、課題や対応策の検討及び進捗を図ります。

＜指標と目標＞

　気候変動に関する目標は、2050年カーボンニュートラル達成を前提に2030年の目標を以下のとおり設定しており

ます。

　当社及び日産車体九州株式会社の台当たりCO2排出量の削減率（2019年度比）

・日産車体　　　10％削減

・日産車体九州　24％削減

　なお、当社及び日産車体九州株式会社におけるスコープ１と２の温室効果ガス（GHG）排出量は以下のとおりで

す。

※日産車体㈱の対象事業所：本社・湘南工場、テクノセンター、秦野事業所の３事業所を示す。

(3）人的資本

　企業の成長・発展の原動力になるのは従業員です。そこで当社グループでは、従業員を「人材」ではなく「人

財」と考えます。働く従業員は何よりの財産と考え、社会や環境、自然と共生できる企業を目指し人財の育成・教

育に努めています。また、多様な価値観を持つ人たちがいきいきと活躍することで企業の力を最大限に発揮し持続

的な成長を維持することができます。当社及び日産車体九州株式会社では2015年度より「ダイバーシティの促進」

を中期経営計画の重点項目に掲げ、「働く人すべてが、その能力を十分に発揮できる会社となること」を基本方針

として、育児や介護を行う者だけでなく従業員全員が健やかな生活を送ることでより成果が出せるよう継続して取

り組んできました。

　2023-2027中期経営計画より「ダイバーシティ、エクイティ＆インクルージョン」へ広げ、多様性だけでなく公

平性・受容性をより促進する活動に力を入れていきます。「女性活躍推進」「育児・介護と仕事の両立支援」に加

えて、「年齢」「国籍」など、より多様な価値観・考え方を受容し、従業員全員が働きやすい企業風土づくりを行

います。

＜ガバナンス、リスク管理＞

　当社では人的資本に関する重要事項を社長及び専務執行役員からなる会議で論議し、執行役員会議に必要な提案

を行い決定しています。ダイバーシティ、女性活躍、長時間労働、休暇取得等に関してはKPIを設定し進捗を確認

し、適宜、取締役会にも報告しています。またリソース不足による業務への影響等のリスクと対応については、リ

スクマネジメント委員会で論議しその結果を取締役会へ報告しています。

＜戦略、指標と目標＞

①　女性活躍の推進

　当社及び日産車体九州株式会社では女性活躍推進のための風土づくり、制度設計に精力的に取り組んでいま

す。女性の新卒採用比率を拡大するとともにキャリアを継続していけるよう就業環境の改善を図っております。

さらに管理職登用を促進するためにキャリアプランに基づいた育成に取り組み、2023年３月末時点で全管理職の

約５％の女性管理職が活躍しており将来的には10％を目標に女性活躍の推進に取り組んでいます。

　2023-2027中期経営計画では「えるぼし」の認定取得に向けた取り組み計画の策定と実践をしてまいります。

さらにキャリア採用の強化やより多様な人財の採用に向けて、新卒採用においても幅広い層への企業PRと雇用へ

つなげる活動を強化します。

- 12 -



2018年度アンケート 2022年度アンケート

理解度・肯定回答率　59％ 理解度・肯定回答率　76％

項目 取組内容 2022年度目標 2022年度実績

女性管理職比率 キャリア面談の実施 4.7％（９人） 4.2％（８人）

男性育児休業取得率
管理監督者説明会実施

社内報による制度周知
－ 52.4％

有給休暇取得率 毎月の管理職宛実績・取得促進の実施 全社平均14日 全社平均17.5日

項目 取組内容 2022年度目標 2022年度実績

障がい者雇用率（連結）
新卒・中途採用

「サンシャイン」の立ち上げ
2.50％ 2.66％

・各種制度の充実・環境の整備

　従来からあるフレックス勤務や時短勤務、年次有給休暇の取得促進に加え、育児や介護などの用途に利用可

能なファミリーサポート休暇や在宅勤務を導入し、仕事と育児・介護の両立を支援する制度を拡充していま

す。技能職場においても女性が活躍できるようにすべく、重量物を持ち上げる負担を軽減する助力装置の採用

や自動化も進めています。

　出産や育児を経てもキャリアを継続し、パフォーマンスを発揮できる環境を充実させると共に、男性も育児

に参加しやすい社内風土を醸成するための教育等を継続して実施しています。2019年４月に社内保育園「キッ

ズきゃらばん」を開園し、子育てをしながらでも働きやすい環境をつくりました。

　こうした取り組みの結果、開始した当初よりも育児・介護に関する制度が充実し、従業員の多様性に対する

理解度も大幅に向上しました。

（育児・介護に関する制度に対する社内アンケート結果）

・プラチナくるみん

　当社では、2017年５月に次世代育成支援対策推進法第13条に基づく認定、通称「くるみん」認定を平塚市内

の従業員300名以上の企業として初めて取得しました。 さらに「くるみん」認定企業のうち、より高い水準の

取組を行った企業が受けることのできる「プラチナくるみん」認定を2020年７月以降、継続取得しておりま

す。

②　多様な人財の活躍

　当社グループでは外国籍従業員や中途採用従業員については管理職登用の数値目標は設定していませんが、

「個人の能力や資質に応じた適材適所の配置と登用を行う」という考え方に基づき採用区分や属性によらない管

理職登用を行っています。

　障がい者雇用においては、当社グループとして法定雇用率を上回る雇用の維持を目標に掲げ、積極的な採用活

動を実施しています。新卒採用に加えてハローワークが主催する企業説明会へ参加し、毎年数名の中途採用を行

っています。2021年度からは職場環境整備を行うチーム「サンシャイン」を立ち上げ、働きやすい職場づくりに

貢献しています。
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③　人財育成

　当社グループでは、個々人が成長の度合いに応じて受講できる研修体系を整備し、社会人として必要な基礎的

な知識から幅広い視野を持ったマネジメント人財の育成のための研修を行っています。

　また、常に改善する風土を醸成することを目的に、技能職場においてはQCサークル活動による製品及び業務プ

ロセスの品質向上を強力に推進し、事務・技術職場においては、課題を可視化し解決する活動や品質機能展開手

法を用いたQFD（Quality Function Deployment）活動も進めています。管理職に求められるマネジメント力、フ

ァシリテーション力やデジタルツールを用いて従業員自身がプログラムを作成して業務効率化につなげるための

スキル教育にも力をいれています。

　人事評価制度においては従業員の成果・貢献に応じた処遇をすることで、従業員と会社がともに成長していく

ことを目指しています。さらに、従業員の努力と成果に対しては社内表彰を行い、一層の精励とモチベーション

向上を図っています。

④　健康経営

　当社及び日産車体九州株式会社では「健全な心と身体が備わってこそ、人は活き活きと安心して誠実に仕事が

出来る」の全社方針の下、産業医、保健師、看護師、社内相談員等の体制を整え、外部専門機関とも連携し、組

織的な活動を行い健康保持増進活動に取り組んでいます。

　健康診断結果に基づく保健指導をはじめ、食事セミナーなど生活習慣病の予防、ストレスチェック結果に基づ

く高ストレス職場に対する職場環境改善活動や研修を通じたメンタルヘルス対策等、データに基づく課題の見え

る化と、心身不調の未然防止活動を継続して行ってきました。これらの活動に毎年PDCAのサイクルを回すことに

より、成果を検証し、活動を深化継続していきます。その結果、経済産業省と日本健康会議の「健康経営優良法

人～ホワイト500」に2019年から認定されています。

　　[ご参考：健康経営活動]
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⑤　従業員エンゲージメント

　当社グループでは、職場の困り事、要望に応える職場環境改善活動を行っています。暑熱対策、トイレ、更衣

室、厚生棟、共用エリア、独身寮など多くの要望の中から優先順位をつけて改善に取り組んできました。引続き

従業員とのコミュニケーションを密にとり、要望を確認しながら進めていきます。また会社の各種トピックスや

SDGsとの繋がり、地域社会貢献、外部大会での受賞結果など従業員の頑張りや誇れる成果をまとめた冊子を作成

して配布しています。こうした会社の取り組みを全従業員で共有・理解することで、会社で働く喜びや誇りを感

じてほしいという思いを込め作成しており、今後も継続していきます。

(4)人権の尊重

・人権に関する考え方

　当社及び日産車体九州株式会社は、適用される法律や慣例、企業の規則を遵守することが事業活動を行う上で

の基本であると考え、すべてのステークホルダーの人権が尊重されること、ならびに当社の従業員が最高の倫理

基準に基づいて行動することが不可欠であると認識しています。

　当社及び日産車体九州株式会社は、人種、国籍、性別、宗教、障がい、年齢、出身、性自認、性的指向、その

他の理由に基づくいかなる差別もせず、さらにはサプライチェーンにおける強制労働や児童労働といった人権侵

害も容認していません。

・人権に関する取り組み

　当社及び日産車体九州株式会社は、日産グループの一員として、すべてのステークホルダーの人権を尊重すべ

く、以下の行動規範、ガイドラインに基づいた人権に関する取り組みを行っております。

●グローバル行動規範

https://www.nissan-shatai.co.jp/ENVIRONMENT/HUMANRIGHTS/PDF/NISSAN_GCC_J.pdf

●サプライヤーCSRガイドライン

https://www.nissan-shatai.co.jp/ENVIRONMENT/HUMANRIGHTS/PDF/CSR_Alliance_Guidelines-j.pdf

●サプライヤーCSRガイドライン 補足資料

https://www.nissan-shatai.co.jp/ENVIRONMENT/HUMANRIGHTS/PDF/CSR_Alliance_Guidelines_Supplementary-

Handbook-j.pdf
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３【事業等のリスク】

　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。ただし、以下に記載したリスクは当社グループに関するすべて

のリスクを網羅したものではなく、記載されたリスク以外の予見しがたいリスクも存在します。

　なお、以下の事項のうち将来に関する事項は、別段の記載のない限り当連結会計年度末現在において当社グループ

が判断したものであり、不確実性を内在しているため、実際の結果と異なる可能性があります。

　当社グループでは、リスクマネジメント委員会にて戦略・事業遂行上でのリスク及び自然災害・新型ウイルス・テ

ロなどによる企業収益や企業活動に重大な影響を及ぼすリスクについて、「発生の未然防止」、「被害の最小化」及

び「再発防止」の活動を行っています。

＜事業戦略や競争力維持に係るリスク＞

(1）親会社との取引

　当社グループは、親会社である日産自動車株式会社からの自動車の生産受託など自動車関連の事業セグメン

トなどにおいて、当連結会計年度の売上高の98.0％を同社に依存しております。そのため、同社の販売戦略や

生産体制に関する方針の転換等があった場合には、当社グループの経営方針や財政状態及び経営成績などに大

きな影響を及ぼす可能性があります。当社グループは、親会社の経営方針を勘案し、中期経営計画を策定し、

また環境の変化に応じて必要な場合は適宜見直しを行い、策定プロセス及び基本方針を取締役会で確認してお

ります。なお、親会社との主な取引関係は、「第５ 経理の状況　１ 連結財務諸表等　（１）連結財務諸表　

注記事項　（関連当事者情報）」に記載しております。

(2）親会社グループにおける競合

　当社グループの事業が属する国内自動車生産は、長期で減少傾向であるのに対して、より生産コストの安い

新興国や、輸送コストのかからない海外現地工場など、海外に生産を移す動きが現在もなお続いております。

そのため、親会社グループにおいても、グローバルでの勝ち残りをかけた競争が続いております。このような

環境において、当社グループの自動車関連事業は親会社グループの国内外の生産拠点と競合する場合がありま

す。今後の同社の製品戦略の変更等によって、競合関係に大きな変化が生じた場合、当社グループの財政状態

及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。そこで、当社は強みであるモノづくり一貫体制を更に磨いて

いくことや、グローバルで必要とされる明確なコア技術を確立していくことが一層重要な課題と捉えておりま

す。2023-2027中期経営計画では、目指す姿を「商用車とプレミアムカー、特装車、サポート事業で社会に貢

献し、お客さまから頼られる唯一無二の存在となる」と定め、「持続可能な企業基盤」、「魅力ある商品の創

出」、「独自性の進化と深化」、この３つの重点課題に取り組みます。中期経営計画の詳細は、「１ 経営方

針、経営環境及び対処すべき課題等」に記載しております。

(3）サプライチェーン

　前述のように、グローバルでの勝ち残りをかけた競争が続く中、継続的かつ安定・拡大した取引を確保する

ためには、品質、コスト、納期遵守の高い目標を掲げ、高効率な生産運営を追求しなければなりません。その

ため、より高い品質や技術をより競争力ある価格で調達しようとすると、発注が特定のサプライヤーに集中せ

ざるを得ないことがあります。また、特別な技術を要するものについてはそもそも提供できるサプライヤーが

限定されることもあります。例えば、世界的な半導体供給のひっ迫が当社の生産計画に対して大きな影響を与

えることもあります。当社では、リスクを最小化するため、２次３次以降のサプライヤーを含めた代替サプラ

イヤーの検討、サプライチェーン全体での在庫の確保など、サプライチェーンの見直しと強化に継続的に取り

組んでいます。しかし、新型コロナウイルス感染症の拡大等の予期せぬ事由によりサプライヤーからの供給停

止・遅延や、人員不足等でサプライチェーンが断ち切れた場合には、操業停止するという脆弱性を内包してお

り、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。そこで、当社ではサプライヤー

の財務情報をもとにした継続的な評価に基づく信用リスクの管理や、災害の想定など、自社だけでなく広い範

囲で事業継続計画（BCP）を策定し、それらのリスクに備えるための検討を進めております。
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(4）特定の市場

　当社グループの製品の需要は、主な販売先である日産自動車株式会社の販売動向の影響を受けており、自動

車の売上については販売台数の過半数が海外向けであり、その大半の仕向地は北米・中南米地域、中東地域で

す。よって、それらの国、または地域の経済状況の悪化や政府による通商規制、政治的不安等に伴い、予測を

超えた急激な需要変動が顕在化した場合は、当社グループの財政状態及び経営成績に大きな影響を及ぼす可能

性があります。そこで、当社では、世界各地域においてお客様要望を収集して商品に反映し顧客満足度向上を

図る「勝ち上げ」という独自の活動を継続的に実施しております。これらの活動により、魅力ある商品を創出

し、生産台数と売上の拡大を目指しています。

　また当社は品質向上のため、北米及び中東地域に技術者を派遣し、販売会社に入庫するお客様車両を直接確

認することで、不具合情報や不満情報をいち早く日本にフィードバックし常に品質向上を図っています。

(5）自動車産業の変化

　自動車産業は、カーボンニュートラルやCASE（Connected「コネクテッド」、Autonomous「自動運転」、

Shared & Service「シェアリング＆サービス」、Electric「電動化」）を中心として、100年に一度と言われ

る大きな変革期を迎えていますが、これらの変化が想定される環境下において、従来型の自動車の生産を担う

当社が持続的な成長を実現するためには、長いライフサイクルを迎えた多くの当社生産車について、パワート

レインの次世代化や、先進技術への対応などが、課題であります。次世代技術への対応が出遅れた場合には当

社生産車は市場での優位性を失い、あるいは異業種企業が自動車業界に参入する中で新たな競合者との競争に

巻き込まれるリスクが存在し、結果として、当社グループの財政状態及び経営成績に悪影響を及ぼす可能性が

あります。そこで、当社は当社生産車の次世代化に確実に対応できる技術の確立を目指しております。具体的

には来たる商品イベントに向けて、各年度で必要とされる技術ノウハウやプロセスをマップ化し、それらを確

実に充足させていきます。これまでの成果として、当社生産車に衝突被害軽減ブレーキなどの先進安全装備を

採用し、市場に投入いたしました。引き続き、LCV・フレーム車の将来を見据えて、必要な社会要件や商品競

争力向上アイテム、先進ITS技術等の適用に向けた技術課題に取り組んでまいります。

(6）気候変動

　気候変動のリスクについては、「第２〔事業の状況〕２〔サスティナビリティに関する考え方及び取組〕

(2) 環境」に記載のとおりです。

＜事業継続に係る外的なリスク＞

(7）大規模災害

　地震・火災・洪水・火山噴火等の災害により、当社グループの事業活動に支障が生じる可能性があります。

事業継続計画（BCP）の策定及び維持改善活動の推進、工場などの建屋や設備などの耐震補強対策、社員安否

確認システムの整備等を通じた対策を行っておりますが、大規模な災害が発生した場合には当社グループの生

産拠点及び設備等が壊滅的な損害を被る可能性があります。この場合は当社グループの操業が中断し、生産及

び出荷が遅延することにより売上高が減少し、生産拠点等の復旧または代替のために巨額な費用を要し、財政

状態及び経営成績にも悪影響を与える可能性があります。そこで当社は、内部留保資金を新車や生産性向上の

ための設備投資の他、このような予期しない大事故や災害が発生した際に活用するよう確保しております。

　事業継続に影響を及ぼすような様々なリスクが発現した場合であっても、業務を堅実かつ安定的に継続でき

る体制の整備に努めております。具体的にはリスクが発現した場合の業務継続に関する基本方針、体制、手順

等を定めた事業継続計画（BCP）を策定しております。

(8)パンデミック

　新型コロナウイルスや新たなウイルス等の発生による急激な感染拡大（パンデミック）が発生すると、当社

グループの生産拠点やサプライチェーンで、集団感染やロックダウンによる部品供給遅延が発生し、一時的な

操業停止、減産調整が生じる可能性があります。このような車両生産が制約される状況が続くと、財政状態及

び経営成績にも悪影響を与える可能性があります。

　パンデミックについても、大規模災害と同様に、事業継続計画（BCP）を策定しており、事業所内の感染予

防対策は、国や経団連の指導要領を順守し継続実施しております。今後も従業員の安全を最優先に考えつつ安

定した操業を継続してまいります。
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(9)情報セキュリティ

　当社グループの殆ど全ての業務は情報システムに依存しており、システムやネットワークも年々複雑化高度

化しております。

　今やこれらシステムネットワークのサービス無くしては業務の遂行は不可能であります。この状況に対し

て、大規模な自然災害、火災、停電等の事故は引き続き当該システムに対して脅威であり、更にコンピュータ

ウイルスへの感染やより巧妙化しているサイバー攻撃など人為的な脅威も急激に高まっております。その場合

には、システムダウンによる業務の停止、重要なデータの消失、機密情報や個人情報の盗取や漏えい等のイン

シデントを引き起こす可能性があります。その結果、当社グループの業績や信頼性に対する評判、財務状況に

影響を及ぼす可能性があります。

　当社ではそれらのリスクに備え事業継続計画（BCP）の策定に向けた検討を進め、セキュリティ対策の向上

等、サーバー設置を地理的に分散させるなどのハード面対策からソフト面にわたる様々な対策を実施しており

ます。

＜自社を原因とする内的なリスク＞

(10）コンプライアンス

　当社グループの事業活動は、会社法、税法、金融商品取引法、労働諸法令、道路運送車両法、環境諸法令等

の各種法令の規制を受けています。これらの法令等に違反した場合や社会的要請に反した行動等により、法令

による処罰・訴訟の提起・社会的制裁を受けることや、当社の社会的信用や評判に悪影響を及ぼし、結果とし

て売上の減少等、当社グループの経営成績及び財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。コンプライアン

スは全ての従業員のあらゆる行動に関わっており、従業員一人一人がコンプライアンスの重要性を本当の意味

で理解し、常に意識して行動することが定着しない限りは案件の発生を完全に防止することは困難でありま

す。さらに守るべき法令やルールは年々増加している一方で企業の社会的責任に対する社会の期待も年々増大

しております。

　そこで、当社は行動指針並びに中期経営計画管理項目にコンプライアンスを加え、完成検査問題の風化防止

に努めると共に、全ての業務において役員・従業員のコンプライアンス意識向上を図っております。

(11）製品の品質

　当社グループは、「魅力ある商品の創出」を全社方針に掲げ、優れた品質の製品を提供するため、開発から

生産まできめ細かい管理体制を敷き最善の努力を傾けております。しかしながら、より高い付加価値を提案す

るための新技術の採用は、それが十分に吟味されたものであっても、後に製造物責任や製品リコールなど予期

せぬ品質に係る問題を惹起することがあります。製造物責任については賠償原資を確保するため一定の限度額

までは保険に加入しておりますが、必ずしもすべての損害が保険でカバーされるとは限りません。またお客様

の安全のため実施したリコールが大規模になった場合には多額な損失が発生するだけでなく、ブランドイメー

ジが低下する等、当社グループの財政状態及び経営成績に大きな影響を及ぼす可能性があります。当社は開

発、生産、品質保証部門が一体となって品質に関する課題を共有・論議し、早期に最善な方法で解決する活動

を行っております。また社長を議長とする品質委員会を開催し、関係する役員・部長が参画し、適切かつ迅速

な課題解決を図っております。
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＜その他リスク＞

(12）退職給付債務

　当社グループの従業員の退職給付に備えるための退職給付費用及び債務は、割引率等数理計算上で設定され

る前提条件や年金資産の長期期待運用収益率に基づいて算出されております。年金資産には国内外の株式及び

債券等が含まれるため、株式・債券市場の動向によっては資産価値に影響を及ぼします。よって、実際の結果

が前提条件と異なる場合、または前提条件が変更された場合、その影響は累積され、将来にわたって規則的に

認識されるため、将来期間において認識される費用及び債務に影響を与える可能性があります。

　当社は、企業年金の積立金の個別の運用を複数の運用機関に一任しており、その運用状況について、経理部

門がモニタリングする体制を採っております。また、人事労務及び経理財務の責任者と労働組合の代表者をメ

ンバーとする企業年金運営管理委員会を設置しており、運用状況のモニタリング結果の報告を受け、アセット

ミックスの妥当性、資産運用等の確認や運用委託機関の評価などを定期的に行うことにより、年金受益者と当

社グループとの間に利益相反が生じないよう努めるとともに年金資産運用の健全性確保に努めております。さ

らに、この体制を適切に機能させるため、必要な経験や資質を備えた人財を配置し、育成するよう努めており

ます。

(13)固定資産の減損

　当社グループは、工場の建物や製造設備など多くの固定資産を保有しております。対象資産の資産価値が下

落し、投資金額の回収見込みがたたなくなった場合や、使用している事業に関連して、経営環境が著しく悪化

した場合などは、必要な減損処理を行うリスクがあり、当社グループの財政状態及び経営成績に悪影響を及ぼ

す可能性があります。

(14)繰延税金資産の取崩し

　当社グループは、将来の課税所得見込額及びタックス・プランニングを基に、定期的に繰延税金資産の回収

可能性を検討しております。収益性の低下に伴い、将来において十分な課税所得が確保できないと判断した場

合、繰延税金資産を取崩し、多額の税金費用（法人税等調整額）が発生することになり、当社グループの財政

状態及び経営成績に悪影響を及ぼす可能性があります。
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セグメント 台数（台） 金額（百万円）
前期比（％） 前期比（％）

自動車関連 141,983 24.8 300,913 43.7

その他 － － 6,607 10.0

合計 141,983 24.8 307,521 42.8

４【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）経営成績等の状況の概要

　当連結会計年度の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析は次のとおりであります。

①　財政状態及び経営成績の状況

　当連結会計年度の我が国経済は、景気の持ち直しの動きが見られる中、半導体をはじめとした部品の供給不

足、物価上昇や急激な為替市場の変動等に十分注意が必要な一年となりました。

　当社グループを取り巻く環境は、第２四半期までは上海ロックダウンによるサプライチェーンの混乱に加え、

半導体不足に伴う部品の供給が制約される等の状況が続きました。第３四半期以降は半導体不足の影響を大きく

受けた前連結会計年度と比べ生産活動は大幅に回復したものの、材料及びエネルギー価格の高騰等の影響も受け

ており、先行き不透明な状況が続きました。

　このような環境において、当社が日産自動車株式会社から受注しております自動車の売上台数は、前連結会計

年度と比べ24.8％増加の141,983台となりました。売上高は、「パトロール」や「アルマーダ」等の乗用車の売

上が伸びた結果、921億円増加の3,075億円となりました。

　損益面では、営業利益は売上台数の増加等により79億円増加の43億円、経常利益は76億円増加の51億円、親会

社株主に帰属する当期純利益はリコール関連費用戻入額の特別利益計上等により61億円増加の38億円となりまし

た。

　当社グループの報告セグメントにおける自動車関連セグメントの比率が極めて高いため、上記の事業全体に係

る記載内容と概ね同一と考えられます。よって、セグメントごとの記載を省略しております。

②　キャッシュ・フローの状況

　当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は494億円となり、前連結会計年度

末に比べ34億円減少いたしました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は、主に税金等調整前当期純利益の増加、仕入債務の増加、売上債権及び契約資

産の増加に伴う減少等により、前連結会計年度末に比べ31億円増加の109億円となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は、主に長期貸付けによる支出の減少等により、前連結会計年度末に比べ658億

円減少の93億円となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は、リース債務の返済による支出の減少等により、前連結会計年度末に比べ５億

円減少の51億円となりました。

③　生産、受注及び販売の実績

ａ．生産実績

　当連結会計年度における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

（注）セグメント間の取引については相殺消去しております。
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セグメント 台数（台） 金額（百万円）
前期比（％） 前期比（％）

自動車関連 141,983 24.8 300,913 43.7

その他 － － 6,607 10.0

合計 141,983 24.8 307,521 42.8

相手先
前連結会計年度 当連結会計年度

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

日産自動車㈱ 209,875 97.5 301,347 98.0

自動車関連事業の結果
当連結会計年度

売上台数（台） 売上高（億円）

第１四半期（４～６月） 26,467 534

第２四半期（７～９月） 34,024 742

第３四半期（10～12月） 40,099 862

第４四半期（１～３月） 41,393 869

通期 141,983 3,009

ｂ．受注実績

　自動車関連部門は日産自動車㈱より生産計画を受け、これに基づき当社の生産能力等を勘案して生産計画を

立て、生産を行っております。

ｃ．販売実績

　当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

（注）１　セグメント間の取引については相殺消去しております。

２　相手先別の販売実績及び販売実績に対する割合は、次のとおりであります。

(2）経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

　経営者の視点による当社グループの経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりでありま

す。なお、文中括弧書きにおける増減は前年同期比の値であります。

①　当連結会計年度の経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容

ａ．売上高

　主たるセグメントである自動車関連事業については、売上台数が前年同期に比べ24.8％増加の141,983台

（28,208台増）となりました。売上高は、主に「パトロール」や「アルマーダ」等の乗用車の売上が伸びた結

果、3,009億円（915億円増収）となりました。

　これは主に、半導体不足の影響を大きく受けた前連結会計年度に比べ当連結会計年度は半導体の供給が徐々

に回復したことによるものです。

- 21 -



　製品区分では、「魅力ある商品による生産台数と売上の拡大」という中期経営計画の目標のもと、各種マイ

ナーチェンジを実施しました。これらの結果、乗用車については、北米向け「アルマーダ」や中近東向け「パ

トロール」が前年同期に比べ好調であり、前期売上台数に対して50.3％の増加となりました。また、国内向け

を中心とした商用車・小型バスについては、「キャラバン」が前年同期に比べ好調であったことから、小型バ

スは前期売上台数に対して増加したものの、商用車の減産が響き、0.7％の減少となりました。

　その他事業も含めて、全体では3,075億円（921億円増収）となりました。

ｂ．営業利益

主たるセグメントである自動車関連事業は、当連結会計年度の前半には半導体不足に伴う部品の供給が制約

される等の状況が続いたものの、第３四半期以降大幅に生産活動が回復したことにより、40億円（78億円増

益）となりました。

その他事業も含めて、全体では43億円（79億円増益）となりました。

ｃ．親会社株主に帰属する当期純利益

　経常利益につきましては、前連結会計年度に比べ雇用調整助成金の減少等があったものの、大幅な営業利益

の増加により、51億円（76億円増益）となりました。特別利益は、自動車関連事業におけるリコール関連費用

戻入額の計上等により増加しました。

　この結果、親会社株主に帰属する当期純利益は、38億円（61億円増益）となりました。

ｄ．財政状態

　当連結会計年度末における流動資産は1,231億円となり、前連結会計年度末と比べ124億円増加いたしまし

た。これは主に期末月の売上台数が前連結会計年度を上回ったこと等に伴う受取手形、売掛金及び契約資産の

増加164億円、預け金の減少34億円によるものです。固定資産は1,260億円となり、前連結会計年度末と比べ54

億円増加いたしました。これは主に建設仮勘定の増加60億円によるものです。

　この結果、総資産は2,491億円となり、前連結会計年度末と比べ179億円増加いたしました。

　当連結会計年度末における流動負債は709億円となり、前連結会計年度末と比べ161億円増加いたしました。

これは主に期末月の生産台数が前連結会計年度の決算月を上回ったこと等に伴う支払手形及び買掛金の増加82

億円、電子記録債務の増加56億円によるものです。固定負債は52億円となり、前連結会計年度末と比べ９億円

増加いたしました。これは主に退職給付に係る負債の増加15億円、リース債務の減少６億円によるものです。

　この結果、負債合計は761億円となり、前連結会計年度末と比べ171億円増加いたしました。

　当連結会計年度末における純資産合計は1,729億円となり、前連結会計年度末と比べ７億円増加いたしまし

た。これは親会社株主に帰属する当期純利益の計上による利益剰余金の増加38億円、剰余金の配当による利益

剰余金の減少17億円、退職給付に係る調整累計額の減少13億円によるものです。

　この結果、自己資本比率は、前連結会計年度末の74.5％から69.4％となりました。

②　キャッシュ・フローの分析・検討内容並びに資本の財源及び資金の流動性についての分析

ａ．キャッシュ・フローの分析

　当連結会計年度のキャッシュ・フローの分析については、「(1）経営成績等の状況の概要　② キャッシ

ュ・フローの状況」に記載のとおりであります。

ｂ．財務政策

　当社グループは、業績向上に向けた企業体質の強化と株主の皆様に対する利益還元を経営の重要課題の一つ

として考え、安定した配当を継続的に行うことを基本方針としています。そのためにも、企業価値の向上に資

する成長のための投資として、新車開発や生産性向上のための設備投資などに有効活用すると同時に、財務体

質の充実・強化を進めることとしています。内容については、「６ 研究開発活動」及び「第３ 設備の状況」

に記載のとおりであります。
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ｃ．資金運営

　運転資金及び投資資金については自己資金とし、日産自動車株式会社のグループファイナンスへ資金を寄託

することで、財務部門のスリム化と資金の効率的な運用を行っております。引き続き財務の健全性を保ち、営

業活動によるキャッシュ・フローを生み出すことによって、将来必要な運転資金及び投資資金を調達すること

が可能と考えております。

　また、当連結会計年度は特記すべき資金調達はありませんでした。

③　重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定については、「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 

（１）連結財務諸表 注記事項 （重要な会計上の見積り）」に記載のとおりであります。

５【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。
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６【研究開発活動】

　日産グループ共通のコーポレートパーパス「人々の生活を豊かに。イノベーションをドライブし続ける。」の実現

に向け、当社グループは「私達日産車体は信頼される企業として、独自性に溢れ、お客さまに魅力ある質の高いクル

マとサービスを、タイムリーにお届けします。」をミッションとして掲げ取り組んでおります。

　具体的には開発部門として、品質を第一とし、「LCV・Frame車のモノづくりグローバル技術拠点の実現」を目指し

て、商品開発力の強化に取り組んでおります。

(1）開発体制

　当社開発部門は、日産自動車㈱よりLCV、MPV及び小型乗用車の車両開発委託を受け開発を推進しております。

　また、特装開発の一部を連結子会社の㈱オートワークス京都が担当しております。

(2）新商品の投入状況

　当社生産車において国内向けでは、キャラバン ガソリン車の一部仕様向上を実施しました。燃費の性能向上を

図ると共に、上級グレードにはオーディオ、ハンズフリーフォンコントロール用のステアリングスイッチを追加し

ました。またカップホルダーの形状変更など、使い勝手の向上も図っています。

　高規格救急車パラメディックは、７速AT化により燃費性能、高速走行時の静粛性を向上したほか、歩行者も検知

可能なインテリジェントエマージェンシーブレーキ、車線逸脱警報、ハイビームアシストなどの先進運転支援技術

を搭載し、救急活動をより安全にサポートします。

NV200バネットは法規対応の実施とともに一部仕様向上として、バン4WDの最大積載量を2名乗車時は従来より150kg

アップの650kgに、５名乗車時は100kgアップの400kgとすることで、使い勝手を向上させました。

　エルグランドは、一部仕様向上して抗菌効果が実証された素材を使用した抗菌仕様シートを全車標準装備としま

した。

　輸出では、「パトロール」及び「パトロールNISMO」において、中近東向けに日産グループとして初めてスマー

トフォンとの通信連携機能を追加しました。

　北米向け「アルマーダ」「QX80」については、排気規制への適合を実施した他、「QX80」の中近東向けについて

もスマートフォンとの通信連携機能を追加しました。

　メキシコ等の輸出向け「アーバン」については、カーテンエアバッグ、サイドエアバッグなどの衝突安全性能向

上を実施したほか、ドアトリムを変更し乗降性の改善も図っています。

(3）新技術の開発状況

　新技術開発については、資源と優先度、重要性を勘案して年度毎にテーマを決め開発を進めております。

　具体的には、環境対応技術開発、商品力向上技術開発等を重点項目として取組んでおります。

　当社グループは、今後とも独自性に溢れ、お客さまに魅力ある質の高いクルマとサービスを、タイムリーにお届け

ることを目指し、開発活動を積極的に推進いたします。

　当連結会計年度における研究開発費は78億円（自動車関連）であります。
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